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1．　はじめに一本稿の課題

　筆者は本誌2巻1号において，近代憲法の基本原理の一つである主権原理に

ついて若干の考察を行なった（1）。そこでは，1970年代に入って新たな展開をみ

せている主権論争（2〕を素材として，主権概念の今日的再構成の課題に対する筆

者なりのアプローチがなされている。この不十分な作業の中で筆者が一応確認

した内容は大要以下の通りである。①「主権」（SouVerainet6）はr国権」・r国

家の包括的統一的支配権」・「国家の支配的意思力」それ自体を意味する。その

実体は国家権力（puissance　d’Etat）である。②主権原理は，国家権力が誰に帰

属するかを指示する法原理である。それは国家権力の帰属の実体とは論理次元

を異にするが，法規範の存在拘束性を媒介として実体的帰属に結合する規範的

要請の原理である。③国民主権原理またはnation主権原理は，近代市民革命

の過程で成立する政治権力によって公的に総括される資本主義国家が「抽象的

市民」の「集積」として表象される論理と結合して登場する。「観念的抽象的

存在」‘3〕としての国民に主権を帰属させるこの原理は，「代表委任論」に媒介

されて，国家権力のブルジョア階級への現実的帰属を担保し，またこの現実を

隠蔽する虚偽表象に転化する。またその限りにおいて「正当性」原理として現

れる。

　前編においては，とくに上記③の論証が粗雑にすぎ，筆者の意図した国民主

権原理の「ゲネシス論」＝物質的社会関係から国民主権原理が生成してくる論

理的プロセスの叙述としては全く緻密さに欠ける。また国民主権原理が「虚偽

　＊　T11e皿。tions　of　Hnati011”and“people”i血　the　principle　of　sovereignty
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表象」というイ・ヂオロギーの特殊た形態に転化する論理も十分に解明されてい

ない。さらに，国民主権原理の生成の過程で，これとは異質の主権原理すなわ

ち人民主権またはpeup1達主権の原理が登場していることを，前編の叙述にお

いては．脱落させている。フランス革命期‘こおいては，その担い手と構造を異に

する二つの主権原理の対抗関係がとくに重要な意味を持っていたのであり・そ

のことをぬきにしては国民主権自体の分析が一面的どたり，歴史的現実にも照

応したいことにたる。

　本稿は，以上のようだ問題を残していた前編の叙述を引き継ぐかたちで，と

くに主権原理における二つの主体概念一国民（natiOn）と人民（peuple）一

に焦点を絞り，その概念内容を明確化することを課題とする。この概念分析の

作業は，国民主権の論理構造を人民主権のそれとの対比においてより精細に把

握するための前提をなすものである。

2、国民（醐t這。皿）

　以下の考察の素材は，主としてフランス革命期およびその後現代までに至る

フランス公法学における主権理論に求められている。その理由は，国民主権と

人民主権の対抗関係がこれらの中に最も典型的に表現されているからである。

　フランスにおいて国民主権（sOuverainet6nationale，souverainet6de　la

nation）を実定法上最初に規定したのは，1789年の「人および市民の権利宣

言」ωと1791年憲法である。関連条文を以下に掲げる。

　「すべての主権の淵源（principe）は，本質的に国民（nation）のうちにある。

いかなる団体も，いかたる個人も，明示的に国民に由来したい権力を行使する

ことができない。」（人権宣言第3条）

　r主権は，単一，不可分，不可譲で，時効にかかることがない。主権は国民

に属する。人民（peuple）のいかなる部分も，またいかなる個人も，主権の行使

を纂奪することができない。」（1791年憲法第3篇前文第1条）

　「すべての権力は国民のみに由来する。国民は，委任によってしかそれらを

行使することができない。（後段省略）」（同第2条）ω
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　これらの条文は直接的には国民主権の内容を示すものであり，主権主体であ

る国民それ自体の内容を明示してはいない。ただ，国民に帰属する主権の諸属

性から，反射的に国民の性格が浮き彫りにされてくる。実際，フランスの公法

学者の多くは，この1791年憲法の国民主権規定をまず手がかりとして国民概念

の確定を試みている。以下，その内容を主要な学説をとおしてみてみたい。

　マルペール（C．de　Malberg）は，1791年憲法の国民主権原理を分析する中

で，「主権が単一（une〕で不可分（indivisible）であるからには，その主権が帰属

する国民は，それ自身が不可分の性格を呈する単一性（mit6）を構成しない限

り主権の保持者とは規定されえない」㈹と述べている。そして彼は，革命期の

憲法制定議会が，「その個々の構成員を超越する」r不可分の全体」（ensemble

ind台。omposab1e）（nとして国民を理解していたことを指摘している。二このほか

マルペールは，r統一的集合体」（collectivit6unifi6e）（7〕，r包括的抽象的存在

（§tre　synth6tique　et　abstrait〕ω〕，「市民の不可分の集合体」（cOlIectivitξin－

divisible　des　citoyens）（1o〕，「市民または国籍保持者の総体」（miversalit台des

CitOyenS　Ou　natiOnauX）｛11〕等々の国民概念規定を引き出している。

　次に，ラフリエール（J．Laferriさre）は，大著『憲法綱要』において次のよ

うに解説している。r国民は，それが基礎を置く諸個人の全体ないし数量的総

和（letota1e11asommenum6riquedesindividus）である。国民は，不可

分で永続的な集合体（co11ect1vlt6md1v1s1ble　et脾rp銚uelle）として，一定の

時点にこれを構成する諸個人とは区別される一個の法人（une　persOme　juri－

dique）を形成する。」ω

　現代フランスの公法学者では，例えばカタール（J．Cadart）が次のように説

いている。「国民は，真の法的・道徳的・実存的な人格（me　v6ritable　per－

some　juridique，morale　et　vivante）であり，市民を超越して存在する精神

的人格（une　persome　spiritue11e）である。市民は国民の一時的な表現手段に

すぎない。国民は市民を越えて存続し，数世紀来市民に先行してきたのであ

る。」（職

　このほか，デュギー（L　Du製it〕，㈹エスマソ（A．Esmein），｛15jオーリュー
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（M．Hauriou），（1目〕ビュルドー（G．Burdeau），αnヴデル（G．Vedel），（18〕プレロ

（M．Pr61ot），㈹ロェル（J．Roels〕，（2ωシャトラン（J，Chatelain），｛21〕らも同様

の規定を国民概念に与えている。

　日本の代表的たフランス公法研究者の間では，例えば，r抽象的観念的存

在」（”〕・「国籍保持者の総体」（23〕（杉原教授），「単一の国民的共同体という集

合的実在」㈱〕（柳教授），「道徳的人格に統一された集合体」（洲（高野教授）等

友の意味において国民が理解されているようである。

　以上の国民概念諸規定を整理してみると，そこにいくつかの概念標識が識別

されうる。筆者はそれらを①統一性②抽象性③永続性の三つにまとめてみた。

①統一性は，個々の構成員が不可分に結合しているという国民の最も基本的な

属性を表示する。②抽象性は，そのようた属性をもつ国民の存在が，具体的に

ではなく，まさに抽象の操作なしには把握しえないという，いわば国民の存在

形態を表現するものである。この存在形態について一言つけ加えれば，国民が

抽象的存在であるということと，それがr観念的」（杉原）ないしr理念的」㈹

（高野）な存在であるということとはイコールではない。後者の規定は，国民の

実在性を否定するものであり，例えば柳教授の集合的「実在」という規定に対

置される伽〕。」筆者の見解は留保するが，この問題は国民概念についての一つ

の論点をなす。次に③永続性の標識については，さきのラフリエールおよびカ

タールの規定がその内容を端的に表現しているが，ヴデルの次のような規定も

紹介しておこう。「国民とは，一定の時点における有権者（61eCteurS）のみなら

ず，過去および将来の世代（g6n6rat10nS）をも包含する存在である。」蜆8〕

　ここで指摘しておかねばならない重要な点は，以上三つの概念標識のもとに

把握される国民が国家（1’Etat）と同一視されるということである。この点につ

ぎオーリューは「中央政府を具備して機関をえた国民は，客観的な制度として

みた国家にほかならない。国家は，国民の人格化つまり権利主体としてみた国

民にほかならたいのである。国民は国家であり，国家は国民である」㈹と述

べ，デュギーも「国民主権は国家と国民の正確な一致＝（correspondallce）を意

味する」㈹と指摘している。ただ，この国民と国家の同一視については留意
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すべき事柄がある。つまり，杉原教授によれば，r国民と国家が同視されるの

は，国家の成立以降であって，国家の形成過程を考慮するならば，両者は，全

面的に同一のものであるわけではない。論理的には，国民は，国家の成立する

以前に存在し，憲法制定権を行使して国家を形成したければならないからであ

る。政府が組織されて国家が成立すると，国民と国家は一体化するが，それ以

前においては国家と同視され得ない国民が存在するのである。」；㈹この国家に

対する論理的先行性は，国民概念に付与されるべき新たな内包である。

　ところで，国家に対する先行性という内容を含むnatiOn＝国民概念は，natiOn

のもう一つの邦語訳である民族の概念に近似していることがわかる。竹原教授

はフランスナショナリズムの歴史的分析をとおして，natiOnの本質を民族と

規定している（3”が，その際教授はシエイエスE．Sieyさsの次のような規定を

引き合いに出している。「natiOnはあらゆるものに先行して存在する。それは

あらゆるものの源泉である。・・…・natiOnに先行して，かつnatiOnの上には

自然法が存在するにすぎない。」㈹（H．B．CTa皿HH）

　民族概念については，スターリン　　　　　が次のような有名な定義をこれ

に与えている。「民族とは，言語，地域，経済生活，および文化の共通性のう

ちにあらわれる心理状態，．の共通性を基礎として生じたところの，歴史的に構

成された、人々の堅固な共同体である。」㈹ただ，この民族の定義に対しては

批判が提出されていることも事実である。その主眼は，この定義が人種＝血縁

的契機やイデオロギー的契機を軽視した客観的諸要素から成り立っており，

rNatiOnという集団の自己意識を形成する主体的要因は，要素事実からは生

じてこない」㈹という点にあるようである。ナシ目ナリズム論を専攻するフ

ランスの政治学者たちも（必ずしもスターリンの定義を念頭に置いているわけ

ではたいが），natiOn＝民族概念における精神的ないし心理的契機を重視して

いる。㈹公法学者では，例えばビュルドーがnatiOn＝民族の「精神的性格」

（caractさre　spirituelジ3〒〕を強調し，デュギーもまた「政治権力，法，言語，

宗教，自然的境界等の共通性は，〔natiOnの〕第二次的な要素にすぎたい。民

族的統一の本質的要素は，伝統（traditions），欲求（besoins），願望（aspirations）
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の共通性のうちに求められねばならない」㈹と述べている。

　民族の精神的・心理的性格はもちろん否定されえないし，スターリンもそれ

自体を否定してはいない。しかし，問題はそのような性格がいかたる根拠に基

づいて生ずるのかという点にある。その意味で，スターリンの定義がr心理状

態の共通性」を「経済生活の共通性」等六の物質的基礎の上に位置づけたこと

を見失ってはたらないであろう。㈹

　さて，以上のようにnatiOnを民族の意味に理解した場合，同一原語のもう

一方の訳語である国民との関係が改めて問題にされざるをえない。これについ

ては，高島教授の次の指摘を参照されたい。r国民の核心は一つまたは複数の

民族が政治的経済的に一つの統一体をなしているところに見出される。これに

対して民族の核心は，ただたんに政治的経済的な統一体というだけでなく，人

種とか国土とかいったようた自然風土的な契機と，言語や文化的伝統というよ

うな社会風土的な契機との相互媒介によって歴史的に生成してきた共同体だと

いう点にある。」側〕教授は，国民の「前段階」をなす民族をより厳密には「潜

在的民族」と呼ぶべきであるとし，さらにrこの潜在的氏族が自覚した顕在的

た民族となるためには，その民族が一つの国民国家を形成し，その国民国家の

構成員として，一つの共同体の意識を持つことが必要であった」（犯〕と続けて

いる。

　このようた視角をもってさきの杉原教授の所論を再度みてみると，「国家の

成立する以前」に「論理的」に存在する「国民」は，むしろ「民族」（高島教

授のいう「潜在的民族」）の意味に解した方が妥当であるように思われる。国

民という規定は，民族が「国民（民族）国家」（FtatnatiOnal）の形成以降，と

くに政治的共同体という意味を付与されて新たに受けとる規定であるといえよ

う。そして，先に見た“国家と国民の同一視”という問題の論理的かつ歴史的

な根拠は，民族から国民への概念の転変を媒介する「国民（民族）国家」の形

成のうちに見出されるといえる。t42〕そのことを国民主権原理のrゲネシス論」

の探求という問題視角からみると，我六は，筆者が前編の最後の部分で提起し

た問題一《近代資本主義国家はなにゆえにナシ目ナル・ステーツとして成立
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するか》一に再び遭遇することになるのである。

3．人民（pe叩1e）

　人民概念の分析に移ろう。人民主権（sOuverainet6pOpu！aire，sOuverai－

net6du　peup1e）I撃ﾌ原理は，しばしば「ルソー的」という修飾語が冠せられる

ように，その原型ないし理念型をルソー（J．一J．Rousseau）に負っている。した

がって，ルソーにおける人民概念の検討からはじめるのが適切であろう。

　ルソーは，その人民主権理論を「社会契約」（COntrat　SOCial）の理論によっ

て説明する。主権とは，各人が「自然状態」（6tat　nature1）において保持して

いた「自然権」（droit　naturel）のすべてを提供すること（＝「社会契約」）によ

って形成される公権力にほかならない。主権はまた「一般意思」（VO10nt全g組6－

raIe）そのものでり，特定人ないし特定の部分集団に帰属することができない。

それは，やはり「社会契約」によって出現する　「精神的・集合的な団体」

（m　corps　moral　etco11ectif）㈹すなわち国家に帰属する。ところで，国家

は「〔社会契約の際〕の集会における投票者と同数の構成員からなる」（44〕もの

であり，これら国家の構成員は，集合的には人民（peup1e）と呼ばれ，個別的に

は，主権の行使に参加するものとしては市民（CitOyenS），国家の法律に服従する

ものとしては臣民（SujetS）と呼ばれる。したがって主権が国家に属するという

ことは主権が人民に属することを意味する。側〕

　以上の要約から，ルソーにおける人民概念は，r社会契約参加者の総体」（en－

semble　des　ass㏄i6s）ないし「市民の総体」（ensemble　des　citoyens）として

把握される。

　次に，実定法上の人民の規定をみてみよう。人民の概念は，国民の勢合と違

って，その定義を実定憲法のうちに見出すことができる。1793年のいわゆるジ

ャコバン憲法は，その「人権宣言」第7条において「主権は人民に帰属する」

と規定し，憲法本文第7条では「主権者たる人民はフランス市民の総体（uni－

versalit6des　citoyens　fran脾is）である」と明定している。（蝸〕

　こうして，ルソーの主権論と1793年憲法からr人民＝社会契約参加者ない
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し市民の総体」という規定が引き出された。しかし，「社会契約参加者」，r市

民」とは一体何か。マルベールも言うように，r社会契約（説）」自体は，国家

の構成原理を説明する「仮説」（hypot蛙se）f47〕にすぎない。また市民なる規定

も，前編で指摘したように，直接生産者あるいは具体的現実的に生活する諸個

人が受けとる抽象的な規定にすぎない。「市民とは，階級または集団の利害，

そして個人的た利害からさえも切り離された人間である。すなわちそれは，共

同体の構成員として，その人格に特殊性を付与しうるもの全てを捨象された個

人なのである。」ω〕

　市民が抽象的存在である限り，その集積としての人民も抽象的な性格を持た

ざるをえない。「人民＝市民の総体」という規定は，その限りで，国民概念規

定との区別を持ちえなくなる（国民概念の中に，まさに「市民または国籍保持

者の総体」なる規定があったことを想起せよ）。フランスの諸憲法の中でr市

民の総体」を主権主体とするものが，必ずしも人民主権原理に基づく憲法とし

て承認されてはいないという事実も㈹このことを裏打ちしている。

　これに対し，ルソーの「一般意思」が「個人意思」の総和であり，また主権

は各個人によって分有されうるという理解を前提として，人民を「一人一人数

えられる人民大衆（masse　pOpu1aire）の構成員各人」‘5ωと解釈する立場，ある

いは，人民＝r一定の時点における具体的な市民の総体」｛51〕という表現をもっ

て，国民概念の抽象性に対置させる立場がある。しかし，こうした解釈に対し

ては，国民と人民の概念上の区別が，共通の実体についての観点の相違一具

体的・個別的にみるか，抽象的・一般的にみるか一のみに基づくのか，とい

う疑問が当然に生じてくる。シャトランの「国民は，一般的および連続的観点

からみた人民である」（52〕という規定も，両者の相違が結局観点上の相違に帰

着するのかというこの疑問を増幅させる。

　もっとも，この観点上の相違というのはそれなりに重要な意味をもってい

る。ビュルドーは人民概念を，「社会学的現実としての人民」（peuple　r曲1it6

s㏄iologique）の概念と「政治的＝法的意味における人民」（p㎝pleausensPoli－

tic0－juridique）の概念とに分かち，前者が「現実の人民」（peupe　r6el）すなわ
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ち「現実に集団を構成する全ての個人によって構成される，物質的（physique）

た意味における人民」の概念であるのに対し，後者は，こうした「集団の実体

（substance）を構成するもの」についてのr抽象的た解釈」（interpr6tationab－

Straite）であるとしている。そして，こうした抽象的な解釈は，「政治的な諸

志向」によって特徴づけられ，国家の「憲法構造」のうちに法的に位置づけら

れると述べている。㈹また，杉原教授は，国民主権原理が「通常の用法にお

いて『人民』とたえず混同されている『国民』という言葉を用いて主権主体を

指示することにより，『人民主権』がすて1に実現されているかのような錯覚を

与える」（舳と指摘している。人民の「抽象的な解釈」は，まさしくこれを国民

の意味に解することにほかならない。こうした解釈を許容する人民概念の「柔

軟性」（6IaStidt6）（砺〕は，国民と人民の混同の一因となり，革命期ブルジ目ア

ジーのr政治的な諸志向」に合致したのである。

　とすれば，革命期ブルジ目アジーが標傍した国民主権原理に対して，当時の

民衆が掲げていた人民主権原理は，このような抽象的た意味における人民に主

権を帰属させる法原理ではなかったということになる。というのは，もしそこ

における人民概念が，その「柔軟性」ゆえに国民と同視される余地を残してい

たならば，国民主潅と人民主権の対抗関係自体が形成されえなかったはずだか

らである。そこでは，人民概念は，単なる「市民の総体」という規定とは異な

った，より具体的な規定を与えられていたはずである。

　再びルソーの人民主権論に立ち戻って，杉原教授の次のような指摘を参照さ

れたい。rr社会契約論』においては，社会契約に参加しうるものしたがって

市民とたりうるものの資格・条件について明確な言及がなされていない。・…・・

〔しかし〕『政治的な判断力をもつ年齢に達しているすべての人問』が社会契

約に参加しうるもの，主権の行使に参加しうるものと考えられていたことは間

違いないといってよいであろう。」㈹この指摘を裏付けるかたちで，1793年憲

法第4条は，「フランスに生れ，フランスに居住し，満21歳に達したすべての

男子」㈹を市民と規定している。また，さきにみたビュルドーの「社会学的

現実としての人民」の概念には，「国民のうちの成人（adultes）の総体」（58〕ある
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いは「理性的に判断しうる年齢に達した諸個人の全体」㈹という説明規定が

与えられている。一連の規定は，人民概念が諸個人の政治参加能力，具体的に

は選挙権の問題に関連していることを示唆する。この点についてプレロは，

「人民という言葉は，フランス憲法においては一定の正確た意味を持ってい

る。それは……選挙人団（cOrps6Iectoraux）に組織された集団に正確・厳密に

照応する」（60〕と述べ，人民＝選挙人団への所属の条件は選挙権（61eCtorat）の

取得であると指摘している。上掲の諸規定にみる限り，人民主権の下での選挙

権の取得には，国籍保持・居住要件・年令要件等が課せられるのみである。ま

た，ルソーの社会契約説においては契約参加者の権利の平等が承認されてい

る。したがって人民主権は普通選挙（S雌rage　uniVeSel）を原理上要請し，そ

こでの人民概念はr現代風のいいカをすれば，普通選挙権者の総体」㈹とい

う規定で表わされることにな乱この規定は・人民概念のより具体化された規

定として，国民概念から明確に区別されうる。

　主権主体としての人民概念の分析にとって最後に残されたアポリアがある。

それは・即稿でも述べたことであるが・主権の実体であるr国家権力は・これ

を階級的主体規定から把握するかぎり，国民をどう規定するにせよ，国民に現

実に帰属しているわけではない」㈹という問題に関連している。この場合，

国民を人民に置き換えても事情は同じである。つまり，「人民＝選挙人団」と

いう主権主体規定は，それが階級超越的な規定である限りにおいて国家権力の

帰属の実体（階級的帰属）と結合する可能性を持たないのである。もちろん，

主権原理は規範的要請のレヴェルに属する法原理であるから，それが実体的帰

属の反映である必要はたい。しかし，そうであればなおのこと，少なくとも資

本主義国家史の射程内でみる限り，人民主権の実現（人民への国家権力の現実

的帰属）は論理的に不可能であり，人民主権原理は「市民憲法」原理としての

ステータスを喪失することになる。

　このアポリアの一つの突破口が“70年代主権論争”の主要当事者の一人であ

る影山教授によって切り開かれている。その所論は以下のとおりである。一

r市民」憲法によってr人間」とr市民」という抽象的主体規定を与えられた

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　61



　一橋研究第2巻第2号

直接生産者は，産業革命をへると自覚した社会階級として労働者，農民，都市

中間層等々の自己規定を獲得する。これら社会の多元的集団は，国家権力の現

実的帰属をめざす組織的運動形態（例えば統一戦線）を媒介として統合される

過程で，「抽象的市民」とは異なった主体規定を獲得する。これが社会構成の観

点から把握される「人民」である。社会構成上の人民とは支配階級をのぞく国

民の部分である。人民に属さない支配階層とは，経済的権力を所有する集団

（典型＝独占）であり，政治的には実質上の統治集団（典型＝支配政党と官僚

層）である。国家権力，とくに執行権力はこれらの集団に現実には帰属してい

る。しかし，理論的に，これらの集団がなんらかの標識なり要件にしたがって

権力の主体から除外されるような場合には・国家権力が人民に帰属するという

ことができるような人民主権の原理が確認されうる。（棚一

　これに関連して，高野教授は，戦後フランスの1946年憲法（第4共和制憲

法）第3条第1項が「国民の主権はフランス人民に属する」（La　souverainet6

nationale　appartient　au　peuple　franCais）㈹　という特徴ある表現をとっ

ていることに着目し，「本条は『人民』による『国民』の止揚ではないが，『人

民』の登場は，単なる言葉の問題以上に，国民の新しい社会的構成の確認を含

意するものがある」㈹としている。杉原教授も，’’20世紀の市民憲法における

「国民主権」の「人民主権」への傾斜現象”というテーゼのもとにこれを説明

している。〔oω

　社会構成概念としての人民概念はすぐれてマルクス主義的なものであり，そ

の革命理論に密着している。たとえばマルクスは，1848年のドイツ革命期にお

いては，人民は労働者と民主主義的ブルジ目アジーから構成されていたことを

示唆している。｛舳レーニンはこれをうけて，「マルクスは『人民』という言葉

をつかったが，この言葉で階級の差別をほかしたのではなく，革命を最後まで

遂行する能力をもつ特定の諸要素を総括したのである」㈹とのべている。現代

ソビエトの歴史学者プテソコは，フランス革命期において，急進的・革命的気

分をもったブルジ目アジーも人民の一部に属していたとのべ，（。9〕人民概念につ

いて次のように言う。「客観的な政治分析にもとづいてのみ，与えられた国にお
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いて革命的発展のどのような客観的課題があるかを確定することが出来，それ

によってこれを解決しうる階級や層を規定することが出来るのである。社会の

進歩的な発展の課題の解決に対する客観的に条件づけられた関心と能力が住民

の一定の要素を人民とみなすもっとも重要な基準である。」＝τo〕このほか，初期

ソビエトや人民民主主義諸国の憲法理論においても社会構成概念としての人民

概念が便用されていることが森下教授によって明らかにされている。㈹

　以上の指摘にみられるように，社会構成概念としての人民とは，所与の国民

（民族）内部において，社会変革の遂行能力をもち，また社会変革の課題を意

識的・自覚的に担う諸部分を総括したものである。その内部編成は，社会発展

の史的段階と国民（民族）の階級構成の変化等に対応して変化する。一定の時

期における人民の社会的構成は，その時点での変革の課題や階級構成について

の歴史的・具体的た分析をとおして把握されねばならない。

　この点につぎ，例えば，フランスー革命初期における三部会第三身分会議のい

わゆる名称問題は，当時の人民の社会内溝成について一つの示唆を与える。そ

こでは，ミラボーのrフランス人民の代表者」（Repr6sentants　du　peuple　fran－

Cais）という名称提案が斥けられ，シエイエスの「国民議会」（Assemblξe

nationale）という名称が採用されれ長谷川教授は，ミラボー提案が否定され

た理由として，「当時の英米の用語例によれば，ピープルは第三身分だけを指

すから不適当だとされた」㈹からだと指摘している。

　ところで，社会構成概念としての人民に主権を帰属させる法原理が，r市民」

憲法原理の枠を越えていることも事実である。たしかに，資本主義類型の憲法

の場合でも，社会構成概念としての「労働者」・「農民」等々が，憲法上の法主

体として登場してきてはいる。しかし，国家権力の帰属関係に関わる主権原理

の場合は別である。影山教授も指摘するように，人民主権原理は，例えば人民

民主主義の国家および憲法類型を想定し，その実現はまさに「展望のレヴェル

に属している」㈹のである。そして，このような展望の実現以前における人

民主権は「現実の国家権力の帰属主体による政治支配に対抗する原理」㈹と

して規定されることになるのである。最後に，人民概念のこのような再構成の
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問題は，社会主義憲法における主権原理そして主権概念の死滅のテーゼを含む

新たな問題領域に接続しており，。主権原理そのものを再構成する契機を孕んで

いることを指摘しておく。
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